
の５点を提示。今後、商工会議所のプレゼンス
強化のためには、「自らがデジタル化やDXなど
の変革に挑戦し、組織基盤を強化していかな
ければならない」と述べ、「そのためにも、『現
場主義』と『双方向主義』を徹底し、感度を高
めて的確な政策提言活動を積極的に展開して
いくことが必要
だ」と強調した。
来賓として岸

田文雄首相およ
び西村康稔経
済産業大臣が
ビデオであいさ
つした。

No.124
各地商工会議所

日本商工会議所

第136回通常会員総会を開催

８年ぶりに政労使会議

自己変革で新価値創造へ

労務費の転嫁で基本合意

日本商工会議所は３月16日、第136回通常
会員総会をハイブリッド形式で開催し、各地
商工会議所から約1100人が出席した。
総会の冒頭にあいさつした小林健会頭は、

「わが国の持続的な成長の原動力は『中小企業
の活力強化』と『地域の活性化』」と強調した。
具体的には、「中小企業の自己変革と事業承継
促進、新たな価値創造の後押し」「持続的な賃
上げを可能とする中小企業の生産性向上と取
引適正化」「地域に人と消費と投資を呼び込む
観光振興・都市再生の推進」「国際ビジネス交
流拡大、中小企業の輸出拡大推進」「大規模災
害に備えた強

きょう

靭
じ ん

な国土づくりと福島再生の推
進」「中小企業の海外展開と輸出拡大の推進」

日本商工会議所の小林健会頭は３月15日、首
相官邸で行われた政労使の意見交換に出席した。
８年ぶりとなった「政労使会議」には、日商の
小林会頭のほか、政府・経済界・労働組合の代表者
らが出席。中小・小規模企業の賃上げに向けた
取り組みについて意見交換し、中小企業の賃上
げには、労務費の適切な転嫁を通じた取引適正
化が不可欠である点について基本的に合意した。
日商の小林会頭は、「デフレ脱却には中小企業
の賃上げが重要であり、できるだけ多くの中小
企業が賃上げに取り組んでほしい」と述べた上
で、「賃上げしたくてもできない事業者も多く、
そうした企業が地域経済を支えている実態があ
る」と指摘。「中小企業の『自発的かつ持続的な
賃上げ』には生産性向上と取引適正化が不可欠」

と述べ、「パートナーシップ構築宣言」の拡大と
実効性向上に向け、政労使で連携して取り組み
を進めていくべきとの考えを表明した。
岸田文雄首相は、取引適正化について「政府

としても、政策を総動員して、環境整備に取り
組む」と強調。「成長と分配の好循環の実現のた
めの転換点がこの春の賃金交渉だ」との見方を
示し、労使代表に協力を要請した。

2023年４月発行

政労使会議で発言
する岸田文雄首相
（左）と小林健会頭

約1100人が出席した会員総会

日本商工会議所 HP

515 125万会員
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日本商工会議所発行の旬刊紙・月刊誌のご案内

日本商工会議所発行の月刊ビジネス情報
誌。経営や地域活性化のヒントになる好
事例を紹介する特集や各界で活躍する著
名人の素顔に触れる「あの人を訪ねたい」
など、厳選の企画・連載が目白押しです。

日本商工会議所が月３回発行する
新聞。日商や全国各地の商工会議
所の政策提言や事業活動をはじめ、
ビジネスに役立つ情報が満載です。

月３回発行（１日、11日、21日）
１部139円  
年間購読料4,400円（送料・税込）

毎月10日発行
１部535円  年間購読料5,700円（送料・税込）

日本商工会議所の
ビジネス情報誌

地域・中小企業を元気にする

お問い合わせ先

商工会議所は、地域の商工業者の応援団です。

購読申し込み、
広告出稿のご案内
はこちら

購読申し込み、
広告出稿のご案内
はこちら
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リーダーの横顔

杉下 秀幸　
宇部商工会議所 会頭 
UBE株式会社 顧問

あの人を訪ねたい

今村 翔吾
歴史小説・時代小説家

こうしてヒット商品は生まれた！

「ハクキンカイロ」
ハクキンカイロ

特集2
ナンバーワン企業の
世界戦略

日本商工会議所創立100周年

特集1

日本商工会議所
新体制スタート

リーダーの横顔

前嶋 康夫　
東金商工会議所 会頭 
株式会社竹屋 取締役会長

あの人を訪ねたい

鈴木 祥蔵
長楽寺住職

こうしてヒット商品は生まれた！

「wemo paper flip board」
コスモテック

特集2
2023年の
日本の展望と
世界経済の行方

日本商工会議所創立100周年

特
集
1世

界
に
売
り
出
せ

日
本
産
食
材
・
食
品
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力で取り組みたい」と述べた。
日商の要望書では、「『創造的復興』の実現
に向けた取り組みの加速・深化」について「先
端研究開発拠点の誘致・整備、サプライチェー
ン再構築などの動きを踏まえた企業立地の促
進」「観光振興による東北ブランドの確立、交
流人口の拡大」「産業復興を支える人材確保、
起業・産業人材育成への支援」など５点を要望。
「福島の再生・原子力災害の克服」については、
「ALPS処理水への対応」など５項目を盛り込
んでいる。

2023年４月発行

復興大臣に要望書手交

東日本大震災からの創生求める
日本商工会議所の小林健会頭は３月３日、
渡辺博道復興大臣を訪ね、「東日本大震災から
の『復興・創生』に関する要望」（2023年２月
16日決議）を手渡した。
要望書の手交式には、日商から小林会頭を

はじめ、藤﨑三郎助副会頭（東北六県商工会
議所連合会会長、仙台・会頭）、桑原茂・東日
本大震災沿岸部被災地区商工会議所連絡会代
表（塩釜・会頭）、草野清貴同副代表（相馬・
会頭）、復興庁からは渡辺大臣、中野英幸大臣
政務官のほか、同庁幹部が出席。日商側からは、
ALPS処理水の海洋放出への的確な対応・風評
対策の徹底をはじめ、産業集積への支援、観
光振興、インフラ整備の推進、自己変革に挑
戦する事業者への支援、原子力災害への克服
などについて要望した。
渡辺大臣は、被災地企業への復旧支援や復
興庁への人材派遣など、商工会議所の復興支
援の取り組みについて謝意を示した。要望書
の内容に理解を示すとともに、「現場主義を徹
底し、被災地に寄り添いながら課題解決に全

渡辺博道大臣
（左から２人目）
に要望書を手
渡す小林健会
頭（同３人目）


